
協会情報
北海道医療勤務環境改善支援センターの活動状況報告

地域研究交流会・岡山会場報告

　医療勤務環境改善支援センター（以下、支援

センター）は、9 月 1 日現在、医師会、県病院

協会、私立病院協会などへの委託や直営（一部

を含む）により 36 都道府県で開設されている。

当協会北海道支部は、協会支部としては全国で

初めて北海道より委託を受け、今年 5 月に支援

センターを開設した。

講習会を実施

　10 月 4 日、北海道医師会館で、支援センター

主催の「北海道医療勤務環境改善支援センター

講習会」を実施した。

　冒頭、赤井摂センター長（当協会北海道支部

長）が「支援センターの役割は、医療機関にお

いて院長をはじめとする医療従事者の方が、医

療勤務環境改善マネジメントシステムを通して

勤務環境の改善取り組みを推進していただくた

めのサポートを積極的に行っていくことです」

と挨拶。続いて、北海道保健福祉部地域医療推

進局地域医療課長の大竹雄二氏と、厚生労働省

北海道労働局労働基準部監督課長の仁木真司氏

が、それぞれ支援センター事業および医療労務

管理支援事業について解説した。

　また、日本医師会副会長の今村聡氏による講

演「支援センター事業の取り組みについて」が

行われた。今村副会長は、支援センター、地域

医療支援センター、ナースセンターの 3 つの「セ

ンター」の連携により、地域における医師・看

護職の確保と各医療機関における勤務環境が一

体的に改善されるとした。また、日本医師会の

取り組みとして、2009 年に行った、勤務医の

　10 月 29 日、地域研究交流会がホテルグラン

ヴィア岡山にて開催された。講演会には約 100

健康の現状と支援のあり方に関する全国アン

ケートのデータを提示しながら紹介した。同調

査は、医師会会員の勤務医1万人（男性8,000人、

女性 2,000 人）を無作為抽出して実施（回答率

40.6％）。その回答に基づき、「医師が元気に働

くための 7 カ条」「勤務医の健康を守る病院 7

カ条」を開発したという。2012 年には手引き・

評価ツールの「勤務医の労務管理に関する分析・

改善ツール」を開発し、今年第 2 回の全国アン

ケートを実施。現在、委員会で分析中だという。

アンケート実施で相談件数が増加

　北海道支援センターでも、医療機関約 1,000

カ所を対象にアンケートを実施した（回答率

14％）。これによると支援センターへの相談件

数は、増加傾向にある。

　今後、当協会北海道支部による「医業経営ア

ドバイザー」と、日本社会保険労務士北海道支

部による「医療労務管理アドバイザー」が連携

を図り、医療機関の多様なニーズ、ご相談に対

応していく方針である。

� （北海道支部広報連絡員　中沢　和広）

人の参加があり、今回の講演会テーマであった

「地域医療構想」への関心の高さがうかがえた。
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2025 年以降も見据えた対応が必要

　開会にあたり、常山正雄会長から挨拶が、ま

た向江健治副会長から協会活動報告があった。

その中で、行政・医療・介護のコーディネーター

として、経営と医療に熟知した医業経営コンサ

ルタントの活動が期待されていること、また医

療分野の「雇用の質」の向上に、経営面からの

支援ができる様々な知識を持った当協会に協力

を求められたとの報告があった。

　講演は 3 題行われた。はじめに厚生労働省医

政局地域医療計画課主査の古橋美佳氏による講

演Ⅰ「地域医療構想と今後の医療提供体制につ

いて」。古橋氏は、2025 年のあるべき医療提供

体制を実現するため、厚生労働省は都道府県主

体による地域医療構想の策定を進めているが、

なぜ地域医療構想が必要なのか、そもそも地域

医療構想とは何かを解説し、地域医療構想の策

定プロセスについて説明した。講演の中で、高

齢化は地域差が大きいため地域の実情に応じた

対応と、医療提供体制はすぐには変えられない

ため、2025 年以降も含めた長期的な視野でみ

た対応が必要であるとの話があった。

『私はあなたを見ています。 
 あなたは大切な人です』

　講演Ⅱは、岡山県保健福祉部医療推進課長の

則安俊昭氏による「医療相談から見えてくる医

療安全対策」。

　10 月より医療事故調査制度が始まり、医療

安全に対する関心は高まっている。岡山県では

「岡山県医療安全支援センター」を設置してお

り、寄せられる相談内容の多くは「職員の態度・

言動」に関するものであり、患者・医療従事者

とのコミュニケーション不足が一因であると指

摘した。氏の講演の中で特に印象深かったのが、

「『私はあなたを見ています。あなたは大切な人

です』このメッセージが相手に伝わるかどうか

が重要」との言葉で、日々の生活・業務にも役

立てたいと感じた。

自院のデータ抽出・分析が必要

　講演Ⅲは、笠岡第一病院長の橋詰博行氏によ

る「医療費適正化計画下での地域医療構想策定

のためのコンサルティングのポイント」。

　地域医療構想では、各医療機関の自主的な取

り組みが求められている。橋詰氏は、医療機関

が自主的に取り組んでいくためには自院のデー

タ抽出・分析が必要であるとして、同院での具

体的な取り組み事例を紹介した。そして、地域

の中小一般病院では、専門的な医療と地域医療

の両立の必要性を感じていること、また地域包

括ケアシステムを構築するためには、自助・公

助だけではなく互助が必要であり、それに医療

機関としてどのようにかか

わっていくのか、笠岡第一

病院の今後の構想が紹介さ

れた。

　今回の地域研究交流会を

通じ、日本医業経営コンサ

ルタント協会へのニーズが

高まっていること、そして

そのニーズに応えるために

は個々の知識の向上が必要

だと実感した。

�（岡山県支部　丸岡　資子）
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